
















































となる。未改修河川については、最判昭和59年 1 月26日民集38巻 2 号53頁（大









































































































































判昭和62年 ６ 月 4 日判時1241号 3 頁 ・ 平野川水害判決）、長良川のような整備
の進んだ優良河川における計画高水流量未満での破堤水害（岐阜地判昭和59年
5 月29日判時1117号13頁 ・ 長良川水害墨俣判決）や、取水堰を原因とする破堤


































































































































































































































































































































（35）　阿部 ・ 前掲注（13）226頁、遠藤 ・ 前掲注（28）721頁、小幡純子「国家賠償法 2 条の




































載）がある。三好規正「判評」新 ・ 判例解説 Watch　文献番号 z18817009-00-140481118





























































































（46）　堀智晴 = 古川整治 = 藤田暁 = 稲津謙治 = 池淵周一「氾濫原における安全度評価と減
災対策を組み込んだ総合的治水対策システムの最適設計 - 基礎概念と方法論 -」『土木学
会論文集Ｂ』64巻 1 号 1 頁以下
（47）　末次 ・ 前掲注（ 1 ）21頁





（50）　減災対策全般については、辻本哲郎編『豪雨 ・ 洪水災害の減災に向けて - ソフト対策














































































































程で、地表水又は地下水として河川の流域を中心に循環すること」（ 2 条 1
項）、「健全な水循環」とは、「人の活動及び環境保全に果たす水の機能が適











ない」と規定されている（ 3 条 4 項）。上流域で発生した事象が下流域にも
（60）
（60）　水循環基本法の各規定の趣旨等については、三好規正「水循環基本法の成立と水管理




























































































































訟判決」『ジュリスト臨時増刊』1002号 ・ 平成 3 年度重要判例解説（1992年）51頁参照





























（69）　末次 ・ 前掲注（ 1 ）20頁。近年発生した水害の特性と教訓については、末次忠司＝橋
本雅和「2000年代に発生した水害から得られた教訓」『水利科学』331号（2013年）36頁
以下参照

























































































町村長に通知することとされた（水防法10条 2 項、 3 項、11条 1 項）。また、
2005年の改正により、洪水予報が困難な中小河川について、あらかじめ避難勧
告の目安となる特別警戒水位を定め、当該水位に到達したときに特別警戒水位










た判決として、平成21年 8 月に発生した佐用町水害に係る神戸地姫路支判平成25年 4 月
24日判自372号40頁がある。同判決は、自主避難中に小河川の氾濫によって発生した死
亡事故に関するものであるが、流域面積の小さい河川は洪水流出が早いため、本川が氾






条を 1 条に対する特則とみると、 2 条を優先適用すべきであり、行政指導など
救済の便宜上国賠法 1 条の「公権力の行使」に当たると解される行為につい
て、それが同時に営造物の設置管理行為に当たる場合、国賠法 1 条を適用すべ



















（83）　遠藤博也『国家補償法 上巻』（青林書院、1981年）130頁は、避難対策は、 2 条に基


























































































































































て下水道管理者の責任を否定していた。一方、最判平成 8 年 7 月12日判時1580号31頁





















































































メントを開発許可（同29条 1 項、 2 項）の申請者に義務付けるべきである。ま
た、都市計画法の用途地域に「沿川区域」（仮称）の区分を新設し、土地特性
と災害危険度の観点からの土地利用規制を可能とする法制度を創設することも






































































































































































列』60巻 2 号 ・ 3 号合併号（2009年）192頁、同「森林所有権の公共性と所有権制限」
『横浜市立大学論叢社会科学系列』60巻 1 号（2009年）79頁 ・ 108頁は、森林の公共性を
根拠として森林所有権に森林の整備 ・ 保全義務を課す必要性があるとする。





























究』 3 号（1997年）33頁以下、加藤峰夫 = 倉澤資成「環境保全的視点からの入会制度
の評価と再構成」『エコノミア』46巻 4 号（1996年）20頁以下
（113）　ガバナンスの意義について、中邨章「「ガバナンス」の概念と「市民社会」」『月刊自

































（117）　角松生史「手続過程の公開と参加」磯部力 = 小早川光郎 = 芝池義一編『行政法の新





























（118）　三好規正「水循環基本法の成立と水管理法制の課題（ 3 ・ 完）」『自治研究』90巻10
号（2014年）60頁
